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１  はじめに 

 はじめに 

 経営戦略改定の趣旨 

与那原町公共下水道事業は、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等

にさらに的確に取り組むために、2021（令和 3）年度から地方公営企業法

を適用しています。 

今後は、下水道施設の老朽化に伴う更新需要の増大や、少子高齢化等によ

る下水道使用料の減少等が懸念されるなど、事業をとりまく経営環境は厳し

さを増しており、不断の経営健全化の取組みが求められています。 

このような中、与那原町公共下水道事業の経営の更なる健全化のため、現

状の経営状況の把握、分析及び将来予測を行うとともに、事業及び経営の目

標を設定し、経営の効率化と合理化を図り、将来にわたって住民生活に重要

なサービスの提供を安定的に継続することが可能となるよう 2021（令和

３）年３月に策定した経営戦略の改定を行います。 

 

 経営戦略の位置付け 

本計画は 2019（平成 31）年４月に策定された「第５次与那原町総合計

画」及び 2024（令和６）年３月に策定された「後期基本計画（2024～

2028 年度）」に基づき、下水道事業における経営指針を取りまとめたもの

です。 

今後は、本計画に基づき経営の健全化に取り組むとともに、時勢の変化に

対応して内容の検証や見直しを行っていきます。 

 

 

図 １-１ 経営戦略の位置付け 
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１  はじめに 

 対象事業 

与那原町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例により設置した、

下水道事業を、本経営戦略の対象とします。 

 

 計画期間と策定日 

本計画の計画期間は、2025（令和７）年度から 2034（令和 16）年度

までの 10 年間とします。 

本計画の策定日は、2025（令和７）年３月となります。 
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２  事業概要 

 事業概要 

 事業の現況 

① 施設 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

2002（平成 14）年 

（供用開始後 18 年） 

法適（全部適用・一部

適用）の区分 
法適（全部適用） 

処理区域内 

人口密度 
74.0 人/ha 

流域下水道等への 

接続の有無 
有り 

処理区数 11 処理分区 

処理場数 
全て流域下水道（沖縄県中城湾南部流域下水道（西原処理場））

に接続のため処理場はありません。 

広域化・共同化・ 

最適化実施状況 
特になし 

 

② 使用料 

一般家庭用使用料 

体系の概要・考え方 

水道水を排除した場合は水道使用量に応じ、水道水以外の水

を排除した場合はその使用水量に応じ、8 ㎥までを基本使用料

とするとともに８㎥を超える水量に応じた従量使用料を算出し

て合算した合計額に消費税額及び地方消費税額に相当する額を

加えた金額を使用料の額としております。 

料金表については、表２－１使用料体系表をご参照ください。 

 

なお、基準外繰入金を減らすことで、より充実した町政運営

につなげるとともに、今後の施設の維持管理費や建設費、更新

費を捻出することを目的として、2024（令和６）年 10 月１

日以降の使用分（2024（令和６）年 11 月請求分）から、下

水道使用料の改定を行っております。 

業務用使用料体系の 

概要・考え方 

基本的な概要・考え方は、一般家庭使用料体系と同じですが、

基本使用料及び従量使用料が相違しております。 

料金表については、表２－１使用料体系表をご参照ください。 

その他の使用料体系の 

概要・考え方 

大浴場用は水量１㎥につき 63 円の従量使用料に、臨時用は

水量１㎥につき 135 円の従量使用料に、それぞれ消費税及び

地方消費税相当額を加算した金額となります。 



 

 

4 

２  事業概要 

条例上の使用料 *１ 

（20 ㎥あたり） 

2023（令和５）年度 1,206 円 

2022（令和４）年度 1,206 円 

2021（平成３）年度 1,206 円 

実質的な使用料 *３ 

（20 ㎥あたり） 

2023（令和５）年度 1,375 円 

2022（令和４）年度 1,370 円 

2021（令和３）年度 1,370 円 

＊１ 条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいいます。 

＊２ 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じ

たもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいいます。 

種別 水量 使用料（税抜） 

家
事
汚
水 

基本 ８㎥以下 637 円 

従
量
１
㎥
に
つ
き 

８㎥を超え 15 ㎥以下 77 円 

15 ㎥を超え 30 ㎥以下 86 円 

30 ㎥を超え 50 ㎥以下 92 円 

50 ㎥を超えるもの 101 円 

業
務
汚
水 

基本 10 ㎥以下 867 円 

従
量
１
㎥
に
つ
き 

10 ㎥を超え 50 ㎥以下 96 円 

50 ㎥を超え 100 ㎥以下 106 円 

100㎥を超え200㎥以下 115 円 

200 ㎥を超えるもの 125 円 

表 ２-１ 使用料体系表 

 

③ 組織 

下水道事業は、上下水道課の中の下水道部門として運営されております。 

組織体制は下図のとおりで、上下水道課長 1 人、課長補佐 1 人、主任技

師２人で構成されております。 

 

図 ２-１ 組織体系 

上下水道課

庶務係 工務係 下水道係
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２  事業概要 

 

 民間活力の活用等 

民間活用

の状況 

ア 民間委託 

（包括的民間委託を含む） 

水質検査、維持補修、維持管理業務

の一部で民間委託しております。 

イ 指定管理者制度 該当ありません。 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当ありません。 

表 ２-２ 民間活用の状況 

 

 

資産活用

の状況 

ア エネルギー利用 

（下水熱・下水汚泥・発電等） 
該当ありません。 

イ 土地・施設等利用 

（未利用土地・施設の活用等）  
該当ありません。 

表 ２-３ 資産活用の状況 

 

 経営比較分析表を活用した現状分析 

Ｐ18「別紙１：経営比較分析表（2022（令和４）年度）」をご参照くだ

さい。 

なお、経営比較分析表においては、2021（令和 3）年度から地方公営企

業法を適用したことに伴い、2020（令和 2）年度以前の指標は算出されて

おりません。 

 

 経営指標の現状分析 

経費回収率は 2022（令和４）年度末時点にて 45.31%で、類似団体平

均 76.87%・全国平均 97.61%を大きく下回っている状況です。100%を

下回っており、下水道に係る費用が使用料収益で賄われていないことが示さ

れており、2024（令和 6）年 10 月からの使用料改定の結果を踏まえて、

更なる使用料改定の検討を進めている所です。 

汚水処理原価は 2022（令和 4）年度末時点にて 151.23 円で、類似団

体平均 161.20 円をやや下回っていますが、全国平均 138.29 円を大きく

上回っており、今後も投資の効率化や維持管理費の削減等、経営改善の検討

が必要です。 
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３  将来の事業環境 

 将来の事業環境 

 処理区域内人口の予測 

与那原町の人口は年々伸び続けており、東浜地区の影響により人口増加が

著しくなっております。 

第 5 次総合計画後期基本計画【2024 年⇒2028 年】の将来の推計人口

を基にした予測では、2042（令和 24）年度がピークで 21,670 人となり、

その後は減少する推計であり、本計画の計画期間においては 2025（令和

７）年度は 20,510 人で、2034（令和 16）年度は 21,400 人と、毎年

度の人口増加が見込まれております。 

 

 

図 ３-１ 将来の推計人口 

 

 有収水量の予測 

有収水量（下水道使用料の徴収の対象となった水量）は、人口増加に伴い

有収水量は増加するという考え方を基本に、節水型器具の普及等による減少

も考慮した上で、予測しております。 

処理区域内人口の増加に伴い、有収水量も 2025（令和７）年度の

1,247,856 ㎥から 2034（令和 16）年度は 1,328,980 ㎥に増加する見

込です。 
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３  将来の事業環境 

 

図 ３-２ 有収水量の予測 

 

 

 使用料収入の見通し 

予測した有収水量に、2024（令和 6）年 10 月からの使用料改定を反映

した有収水量１㎥あたり下水道使用料を乗じて使用料収入を見込んでおり

ます。 

 

 

図 ３-３ 使用料収入の見通し 
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３  将来の事業環境 

 施設の見通し 

本町の公共下水道事業においては、供用開始約 20 年と比較的新しいため、

現段階では経年による老朽化は見受けられず、更新工事をする段階ではあり

ません。 

最初に布設した管渠については、布設後 27 年経過しており、管渠の法定

耐用年数 50 年に達していませんが、持続可能な下水道事業の実現を目的

に、長期的な視点で今後の老朽化の状況を考慮するとともに、リスク評価等

による優先順位付けを行った上で、点検・調査、改築・修繕を実施するため、 

下水道施設全体を対象とした、与那原町下水道ストックマネジメント計画を

策定し、施設管理の最適化に取り組んでいきます。 

新規布設については、認可を得た下水道事業計画に基づき管渠整備を進め

てまいります。 

 

 組織の見通し 

「２ 事業概要」「（１）事業の現況」「③ 組織」に記載の、現状の組織を維

持することを前提としております。 
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４  経営の基本方針 

 経営の基本方針 

 事業運営 

本町は 2019（平成 31）年４月に「第５次与那原町総合計画」を策定し

ました。基本構想の中では、計画年度である 2028（令和 10）年を見越し

たまちづくりの基本理念と目標及び施策の大綱を示しており、その中で「み

んなで創ろう 活気あふれる 美らまち与那原 ～平和と文化・伝統を未来

へ綱げて～」をまちの将来像と定めています。 

６つの基本目標の中で、下水道事業は「基本目標４ 快適に暮らせる美し

いまち」に属しており、今後とも町民が健康で快適な生活が送れるよう、下

水道の整備や接続率の向上を図り、公共用水域の水質保全を目指します。そ

のために下水道整備を推進し、接続率の向上を促進します。 

 

 

図 ４-１ 下水道施策の体系 

 

 基本方針 

本町の下水道事業は、2002（平成 14）年度に供用を開始し、2023（令

和 5）年度末には整備率で 78.5％、接続率は 76.6％となっております。 

今後も、公共用水域の水質改善に努め下水道整備を推進し、町民の生命や

財産を守るべく雨水管路を整備することで浸水地域の解消を図ります。 

事業経営については、健全化や透明化などを図るため、2021（令和３）

年度に官庁会計から公営企業会計に移行しました。今後も効率化に努めてい

きます。 

下
水
道

施
策

•町民が快適に水と親しめる空間を創出できるよう下水道整備を進め、共
用区域を拡大中です。引き続き整備を推進し、公共用水域への生活排水
の流出を抑え、水質保全に努めます。

下水道整備の推進

•頻発する都市型集中豪雨などから町民の生命や財産を守るため、雨水管
路の新設などを行っています。引き続き下水道整備による浸水対策に努
めます。

浸水対策

•下水道事業の仕組みや必要性の理解を得るため、下水道啓蒙活動や戸別
訪問を継続的に実施し、下水道接続に対する町民への協力を促します。

•下水道接続工事補助金制度を継続し、接続支援を行うことで接続率の向
上を図ります。

下水道接続率の向上

参考：第五次与那原町総合計画後期基本計画P97-98
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５  投資・財政計画（収支計画） 

 投資・財政計画（収支計画） 

 投資・財政計画（収支計画） 

Ｐ19「別紙２：投資・財政計画（収益的収支）」及び P20「別紙３：投

資・財政計画（資本的収支）」をご参照ください。 

 

 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

【新規布設】 

目標：認可を得た下水道事業計画を着実に執行してまいります。 

 

現在の与那原町で予定されている新規投資（新規管渠の布設など）は、

以下に示すとおりで、合計で 49 億 5,694 万２千円となっています。 

 

表 ５-１ 新規布設に関する事業金額 

 

【更新投資】 

目標：ストックマネジメント計画により、具体的な施設管理の目標を

設置し、リスク検討に基づき、点検・調査計画を作成し、必要に応じて

修理・改築を行うことで、投資の平準化・削減を図ってまいります。 

 

管渠（汚水＋雨水）について、検討期間１００年での長寿命化対策に

よるライフサイクルコストは、年平均で、標準耐用年数で改築した場合

の 1 億 2,500 万円から健全度Ⅱを改築した場合の 6,800 万円へと、

5,700 万円の改善額が見込まれております。 

 

表 ５-２ ストックマネジメント計画による更新投資の平準化・削減の効果－管渠 

(単位：千円）
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
汚水管 409,900 409,900 409,900 409,900 409,900 409,900 409,900 409,900 409,900 409,900 4,099,000
雨水管 182,942 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 857,942
合計 592,842 484,900 484,900 484,900 484,900 484,900 484,900 484,900 484,900 484,900 4,956,942

合計

シナリオ 項目 
0～20 年 21～40 年 41～60 年 61～80 年 81～100 年 

年平均 
年平均 年平均 年平均 年平均 年平均 

標準耐用年数 

で改築 

延長(km/年) 0.000 2.213 0.406 0.964 1.655 1.047 

事業費(百万円/年) 0 263 48 115 197 125 

健全度Ⅱ 

を改築 

延長(m/年) 0.115 0.412 0.808 0.891 0.641 0.573 

事業費(百万円/年) 14 49 96 106 76 68 
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５  投資・財政計画（収支計画） 

 

マンホールポンプについて、検討期間 50 年での長寿命化対策による

ライフサイクルコストは、年平均で、標準耐用年数で改築した場合の

470 万円から目標耐用年数で平準化改築した場合の 240 万円へと、

230 万円の改善額が見込まれております。 

 

自家発電設備について、検討期間 50 年での長寿命化対策によるライ

フサイクルコストは、年平均で、標準耐用年数で改築した場合の 310 万

円から長寿命化対策を施して改築した場合の 110 万円へと 200 万円

の改善が見込まれております。 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

目標：下水道使用料について、中長期的には、人口減少等の収入減少

要因もあり、経費回収率は 100%を大きく下回り下水道に係る費用が

使用料収益で賄われておらず、基準外繰入金が多く生じているため、継

続的かつ安定的な下水道事業を可能にするために、更なる下水道接続率

の向上と経営効率化による経費削減に努めるとともに、下水道使用料改

定を検討する必要があります。 

 

下水道使用料については、本計画の計画期間において、人口増加に伴

い増加することが見込まれております。 

 

国庫補助金については、補助事業における事業費の 60%を見込んで

おり、残る事業費の 40%については企業債の起債を見込んでおります。 

なお、企業債については、公共下水道整備、流域下水道建設負担金等

の国庫補助にかかる起債以外に、当面の資金不足への対応と世代間の負

担の公平を図るための資本費平準化債について、2024（令和 6）年度

から見込んでおります。 

また、借入利率については、直近の借入利率の情報等を参考にしてお

ります。 

 

一般会計からの繰入金については、雨水処理負担金等の繰出基準の基

準内繰入に加えて、下水道事業運営に必要な資金を基準外繰入金として

繰り入れることを見込んでおります。 
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５  投資・財政計画（収支計画） 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

職員給与費については、現状の組織を維持することを前提としている

ことから、職員構成の変動による影響を抑えるため、2023（令和 5）

年度決算額と 2024（令和 6）年度予算額の平均額を基本として計画し

ております。 

経費については、過去 3 年間の決算額平均値を基本とし、燃料費や光

熱費等の物価上昇が見込まれる項目については、将来の物価上昇を加味

しております。 
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５  投資・財政計画（収支計画） 

 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予

定の取組の概要 

① 今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に 

関する事項 

広域化、共同化、最適化について協議会等に参

加し検討します。 

投資の平準化に関する事項 
ストックマネジメント計画に基づき行ってい

きます。 

民間活力の活用に関する事項 

（PPP/PFI など） 

ウォーターPPP 等の導入を検討してまいりま

す。 

その他の取組 予定はありません。 

 

② 今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直し

に関する事項 

基準外繰入金を減らすことで、より充実した町政運営につなげ

る必要があること、また、2002（平成 14）年度の供用開始以降

21 年間、消費税の引き上げを除き、使用料改定を行っていなかっ

たこと、を理由として 2024（令和 6）年 10 月から使用料改定

を行いました。 

しかしながら、使用料改定後においても基準外繰入金は 7 千万

円を超過する見込みであり、また、使用料単価は 98 円／㎥であ

って、総務省が推奨する使用料単価 150 円/㎥にはまだ遠い状況

にあります。 

それゆえ、5 年に一度の経営戦略の事後検証と改定のタイミン

グに合わせて、使用料の見直しを検討してまいります。 

 

 

表 ５-３  使用料見直し検討のスケジュール 

 

経費回収率の向

上に向けたロー

ドマップ 

2022（令和 4）年度に 45.31%、2023（令和 5）年度に

45.68%であった経費回収率は、2024（令和 6）年 10 月から

の使用料改定により改善が見込まれていますが、投資・財政計画に

基づく経費回収率の見込は以下の表のとおりで、使用料改定後に

おいても、下水道に係る費用が使用料収益で賄われている経費回

収率 100%を大きく下回っています。 

 

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
経営戦略検証・改定 ○ ● ●
使用料見直し検討 ○ ● ●
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５  投資・財政計画（収支計画） 

 

 

表 ５-４ 経費回収率の見込 

 

経費回収率の向上に向け、経営戦略の改定等に合わせて、下水道

使用料の改定の検討や、経費等の削減を行っていきます。 

 

 

表 ５-５ 経費回収率の向上に向けたロードマップ 

 

下水道事業の独立採算を確保するためには経費回収率100%を

超える必要があり、そのためには使用料改定及び経費削減が避け

られない状況です。 

しかしながら、使用料単価が 150 円／㎥を大きく下回ってお

り、急激な使用料上昇には利用者の理解が得られず、また、利用者

の負担が大きくなります。 

また、経費削減についても、汚水処理原価については、類似団体

平均は下回っており、大幅な削減も困難な状況にあります。 

かかる状況を踏まえた実現可能な目標値として、2035（令和

17）年度における経費回収率を 70%にすることを目標値としま

す。 

表 ５-６ 経費回収率の目標値 

資産活用による

収入増加 

の取組について 

予定はありません。 

その他の取組 予定はありません。 

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
経営戦略検証・改定 ● ●
使用料見直し検討 ● ●
接続率向上取組 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
支出削減取組 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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５  投資・財政計画（収支計画） 

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関する事項 

（包括的民間委託等の民間委

託、指定管理者制度、PPP/PFI

など） 

ウォーターPPP 等の導入に際して、投資以外の

経費についても含むことを検討してまいります。 

職員給与費に関する事項 

将来のウォーターPPP 等の導入が実現した場

合等の業務内容や業務量の変化等を勘案し検討

してまいります。 

動力費に関する事項 予定はありません。 

薬品費に関する事項 該当ありません。 

修繕費に関する事項 

修繕費は今後の増加が想定されるため、ストッ

クマネジメント計画に基づき、長期的かつ計画的

な維持管理を推進します。 

委託費に関する事項 
事業全体の効率性を踏まえて、費用対効果を検

証しつつ、適切な見直しを行います。 

その他の取組 予定はありません。 
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６  経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

 

 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

本経営戦略で設定した経営目標については、毎年度進捗を確認し、計画と

実績に開きが生じていないか検証・見直しを行います。 

また、５年経過を目安として、中間検証を行い、必要に応じて見直しを行

います。 

東浜地区に建設予定の大型ＭＩＣＥ施設が完成するなど、外部要因による

変化があった際には、随時見直しを行い、時勢に対し柔軟に対応していきま

す。 

 

 

表 ６-１ 経営戦略の事後検証・更新等のスケジュール 

 

 

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
進捗確認 ● ● ● ● ● ● ● ●
中間検証 ●
改定 ●
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６  経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
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 参考資料 

 別紙１ 経営比較分析表 

 

経営比較分析表（令和4年度決算）
沖縄県　与那原町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例

5.18 3,861.58 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Cb2 非設置

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

20,003

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

16,352 2.29 7,140.61 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①単年度収支が黒字であることを表す100%以上を示している
が、収益の中身として使用料収入だけでなく一般会計繰入金

への占める割合が高いため、経営改善が必要である。

②「累積欠損比率」は赤字が無いことを表す0%を示している
が、①と同様で経営改善を要する。

③「流動比率」は、1年以内に支払うべき債務に対して、支払

う現金等があるかという指標である。必要とされる100%を下
回っており、一時借入金を活用するなどで対応している。十
分なキャッシュフローを維持するための収入の確保が必要で

ある。

④文字通り、使用料収益に対する企業債（借金）の残高の割
合である。本町は類似団体平均と比べて高い数値を示してお

り債務が多いと言える。これは本庁の公共下水道事業がまだ
整備途中であり、布設事業に起債を行っているためである。

今後も早期の整備に努め、接続者を増やす必要がある。

⑤「料金回収率」は100%を下回っており、下水道に係る費用
が使用料収益で賄われていないことが示されている。使用料

改定の検討を進めている所である。

⑥「汚水処理原価」は類似団体平均値より低くなっており、
コスト削減に努めている所であるが、今後も投資の効率化や

維持管理費の削減等、経営改善の検討が必要である。

⑦処理場等の施設を持たないため、指数なし。

⑧「水洗化率」は、前年度より0.89ポイント上昇している。
全国平均や類似団体平均を下回っているが、今後も普及活動

を継続し、水洗化率の向上に努める。

資金不足比率(％)

- 58.07 82.13 100.00 1,326

①②③本町の公共下水道事業においては、供用開
始約20年と比較的新しいため、現段階では経年に
よる老朽化は見受けられない。ストックマネジメ
ント計画をより具体的に施設管理の目標及び長期
的な改築事業の設定を行い、点検・調査計画を作
成し、必要に応じて修理・改築を行う。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本町の下水道事業においては、令和3年度より公
営企業会計へ移行した所である。
　しかしながら、いまだ一般会計からの繰入金に
頼って経営している状況となっており、経営の改
善を求められている。

　今後は公営企業として独立採算の原則、下水道
としての汚水私費の原則に則った経営を行う必要
がある。その為にも人口増減等の社会情勢の変化
に合わせた経営戦略の見直しを行い、経費削減、
下水道使用料の改定等を含めて検討する。水洗化
率については個別訪問等を継続して実施し接続件
数を増加させ、今後も下水道事業の経営改善に対
する一層の努力が必要である。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【106.11】 【3.15】 【73.44】 【652.82】

【95.82】【59.10】【138.29】【97.61】

【39.74】 【7.62】 【0.23】



 

 

19 

７
 
 
参

考
資

料
 

 別紙２ 投資・財政計画（収益的収支） 
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 別紙３ 投資・財政計画（資本的収支） 
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７  参考資料 

 原価計算表 
 





 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

 


